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子ども・子育て支援金制度管理部会（第１回） 

 

 

日時：令和７年10月28日（火）13時00分～13時56分 

場所：こども家庭庁庁議室            

 

 

 

【議事】 

（１）部会長選出等について 

（２）子ども・子育て支援納付金に係る内閣府令等について 

 

【出席者】 

（委員・参考人） 

池田委員、伊藤委員、佐藤委員、實松委員、清家委員、鳥潟委員、松田委員、横川委

員（オンライン）、渡部委員（オンライン）、袖井参考人、小林代理（オンライン）、

青山代理（オンライン）、石黒代理（オンライン） 

 

（こども家庭庁） 

丸山参事官 
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○丸山参事官 定刻になりましたので、ただいまから、第１回「子ども・子育て支援金制

度管理部会」を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては、本日は、お忙しい中お集まりいただきまして、誠にあ

りがとうございます。 

 部会長選出までの間、進行を務めさせていただきますこども家庭庁成育局参事官の丸山

でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本部会は、会場とオンラインによるハイブリッド形式による開催となっております。 

 資料・議事ともに公開でございまして、議事録につきましては後日こども家庭庁のホー

ムページに掲載することを予定しております。 

 また、本日の部会の模様はYouTubeによりましてライブ配信にて公開をいたしますので、

御承知おきをいただければと思います。 

 資料の乱丁・落丁等がございましたら事務局までお申しつけください。 

 続きまして、事務局側の出席者でございますが、時間の関係もございますので、お手元

の座席表で御確認をいただければと思います。 

 議題に入らせていただく前に、まずは本部会の設置趣旨等について御説明をさせていた

だきたいと思います。 

 参考資料１－２、こちらはこども家庭審議会子ども・子育て支援等分科会におきまして

令和７年４月18日に決定をされました子ども・子育て支援金制度管理部会の設置について

という紙でございます。最初の○の設置の趣旨のところの下から２行目の辺り、分科会に

おきまして、子ども・子育て支援金制度の実施に関して意見を聴取することを目的として

部会を設置するものとされております。 

 したがいまして、法律で定められております支援金制度につきまして、その実施に必要

な下位法令の整備ですとか、それから、今後制度が令和８年４月以降に始まっていくわけ

でございますけれども、その制度の実施状況について御議論いただくのが本部会の設置の

趣旨でございますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 続きまして、本日の委員の出欠状況の確認をさせていただきます。 

 まず、欠席の先生方を御紹介させていただきますと、本日は、菊池委員、熊谷委員、権

丈委員、當眞委員、永井委員、山内委員におかれましては、所用により御欠席となってお

ります。したがいまして、委員15名のうち９名の先生方に御出席をいただいておりますの

で、こども家庭審議会令第７条第１項及び第３項に定める定足数を満たしておりますので

会議が成立していることを冒頭御報告申し上げます。 

 また、後ほど本日御出席の皆様方の御紹介を私のほうからさせていただきますが、まず

は、議題１の部会長の選出をお願いしたいと存じます。こども家庭審議会令第６条第３項

の規定に基づきまして、委員の互選により部会長を選任していただきたいと思います。ど
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なたか御推薦をいただけますでしょうか。 

 佐藤委員、お願いいたします。 

○佐藤委員 株式会社ウェルスプラン代表取締役の佐藤と申します。 

 私からは松田委員を推薦させていただきたいと思います。松田委員におかれましては、

こども家庭審議会の委員であり、また、当部会の親会議に当たる子ども・子育て支援等分

科会でも分科会長代理をされていると承知しています。ですので、松田委員が適任になる

と思います。 

○丸山参事官 佐藤委員、ありがとうございました。 

 ただいま佐藤委員より松田委員の御推薦がございましたが、皆様、いかがでございまし

ょうか。 

（委員首肯） 

○丸山参事官 それでは、御提案のとおり、松田委員に本部会の部会長をお願いすること

としたいと思います。よろしゅうございますでしょうか。 

（委員首肯） 

○丸山参事官 ありがとうございます。 

 それでは、松田委員におかれましては、席を移動いただきまして、この後の議事進行を

よろしくお願いいたします。 

○松田部会長 部会長を仰せつかりました松田です。何分不慣れな進行かと思いますが、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、続いて部会長代理の指名を行わせていただきたいと思います。こども家庭審

議会令第６条第５項において、部会長に事故があるときは当該部会に属する委員、または

臨時委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理することとされてお

ります。本日御欠席ではございますが、権丈委員に部会長代理をお願いしたいと考えてお

ります。後日、私のほうから権丈委員に御了解をいただいておきます。 

 続きまして、資料１「子ども・子育て支援金制度管理部会運営細則（案）」についてで

す。事務局から説明をお願いします。 

○丸山参事官 資料１はこの管理部会の運営細則の案でございますけれども、こども家庭

審議会運営規則第８条におきまして、部会の運営に必要な事項は部会長が定めることとさ

れております。その部会長が定めることとされております部会の運営細則につきまして、

資料１のとおり、その案を御用意いたしております。 

 主な内容でございますけれども、第２条におきまして、部会長が認めるときは持ち回り

により開催ができること、第３条におきましては、部会長が認めるときは参考人を招致で

きることなどを定めております。 

 以上、運営細則の案の御説明でございます。 
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○松田部会長 ただいま事務局から説明がございましたが、これについて御意見・御質問

等はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

（委員首肯） 

○松田部会長 それでは、子ども・子育て支援金制度管理部会運営細則（案）につきまし

ては、案のとおり決定いたします。 

 続きまして、当部会における参考人についてです。NPO法人高齢社会をよくする女性の会

の袖井孝子理事におかれましては、支援金制度等の具体的設計に関する大臣懇話会から参

加されており、また、支援金制度は高齢者を含む全ての方に拠出をお願いするものですの

で、支援金制度の詳細について議論する本部会において、高齢者としてのお立場からもぜ

ひ引き続き御意見をいただくことが重要であると考えております。 

 他方で、審議会の委員就任につきましては、閣議決定により年齢要件が定められており

ますので、私としては先ほど決定した運営細則第３条に基づき、袖井委員に参考人として

ほかの委員と同様に都合のつく限り当部会に御出席いただきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 それでは、改めまして各委員等について事務局から紹介をお願いします。 

○丸山参事官 それでは、本日御出席の皆様を御紹介させていただきます。 

 国民健康保険中央会常務理事、池田俊明委員でございます。 

 健康保険組合連合会常務理事、伊藤悦郎委員でございます。 

 株式会社ウェルスプラン代表取締役、佐藤麻衣子委員でございます。 

 全国後期高齢者医療広域連合協議会会長、實松尊徳委員でございます。 

 日本経済団体連合会経済政策本部長、清家武彦委員でございます。 

 全国健康保険協会理事、鳥潟美夏子委員でございます。 

 一般社団法人日本教育推進協会代表理事、横川楓委員です。本日はオンラインでの御参

加となります。 

 続きまして、東村山市長、渡部尚委員でございます。本日はオンラインでの御参加とな

ります。 

 NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事、袖井孝子参考人でございます。 

 次に、本日御欠席の委員の代理として御出席されている皆様を御紹介させていただきま

す。 

 日本労働組合総連合会総合政策推進局長、永井幸子委員の代理として、日本労働組合総

連合会総合政策推進局生活福祉局長、小林様でございます。オンラインでの御参加となり

ます。 

 日本商工会議所企画調査部長、山内清行委員の代理として、日本商工会議所企画調査部

担当部長、青山様でございます。オンラインでの御参加となります。 
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 千葉県知事、熊谷俊人委員の代理として、千葉県健康福祉部こども家庭対策監、石黒様

でございます。 

○松田部会長 皆様、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、議題２、子ども・子育て支援金に係る内閣府令等について、まずは事務局

より、資料２の説明をお願いします。 

○丸山参事官 議題２、子ども・子育て支援納付金に係る内閣府令等についての御説明を

申し上げます。資料２を御覧ください。 

 まず、資料の説明に入ります前に、支援金の枠組みにつきまして簡単に御説明をさせて

いただきますと、各医療保険者が被保険者や企業の皆様から子ども・子育て支援金を集め

ていただきまして、それを国に納付していただきます。 

 国に納付いただく支援金の総額、すなわち支援納付金総額につきましては、令和８年度

は全体でおおむね6000億を目安とし、令和９年度はおおむね8000億を目安とし、令和10年

度はおおむね１兆円を目安とすることが法律上定められてございます。この支援納付金総

額は予算編成過程を経て決定されるものですけれども、これが一旦決まりますと、全体を

どれだけ個々の保険者に納付をいただくのか割り当てをしていくことになります。この割

り当ての方法につきましては法律においておおむね決められております。 

 まず、保険者を３つのグループに分けて、すなわち後期高齢者のグループ、それから、

国民健康保険のグループ、そして、被用者保険の３つのグループに分けて、支援納付金の

総額を後期高齢者のグループとそれ以外のグループ、国保、被用者保険に、まず、最初に

後期高齢者とそれ以外で医療保険料の総額で按分することされております。その割合につ

きましては、令和８年度と９年度は８対92で按分することが法定されております。その後、

国保と被用者を加入者数に応じて割り当ているということとされております。 

 そして、その３つのグループ内での個々の保険者の割り当てにつきましては、加入者数

ですとか、報酬総額を基に割り当てるとされております。 

 支援納付金総額を３つの医療保険グループ、さらには個別の医療保険者に割り当てる際

には、先ほど申し上げましたとおり、加入者数、それから、総報酬額、これらを基にする

こと、そして、概算で納付いただく際には、加入者数、そして、報酬総額、これらを見込

みで計算することが法定されており、この見込み方の詳細を規定することが今回の内閣府

令の主な内容となります。 

 こうした各保険者で分担するという仕組みは、後期高齢者医療支援金ですとか、40歳か

ら65歳未満の介護保険料に係る介護納付金、または出産育児一時金に係る支援といった既

存の仕組みがございまして、今回の子ども・子育て支援金につきましては、これらの前例

にならった制度となっておりまして、今回の内閣府令もこれらの前例と同様の内容を定め

るものでございます。 
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 以下、個別の項目ごとに御説明をいたします。 

 資料の２ポツの内閣府令で規定する事項を以下御説明いたします。 

 事項の①、各保険者の加入者数の見込みの算定方法の詳細につきまして、内閣府令では

徴収が行われる前々年度の加入者数の実績に国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推

計の伸び率を乗じて算出するということを定めることとしております。 

 続きまして、②は標準報酬総額の見込みの算定方法の詳細でございます。こちらは被用

者保険に関係する事項でございますけれども、内閣府令では徴収が行われる前々年度の標

準報酬総額に賃金水準や加入者数の伸びを勘案して、個々の被用者保険の保険者が見込む

伸び率を乗じて算出することを定めることとしております。 

 ２ページ目、③は標準報酬総額の見込みの額の補正方法でございます。これも被用者保

険に関係することでございますけれども、被用者保険は健康保険と国家公務員や地方公務

員などの共済組合からなっておりまして、それぞれ各法律で標準報酬の等級とそれに対す

る保険料について表の形式で法律上規定をされております。この資料の前提というところ

の２つ目の○に記載のとおり、過去に被用者保険の間で最低等級が一致していない時期が

ございまして、現在は最低等級を含め一致をしておるのですけれども、今後等級区分に不

一致が生じた場合に備えて、そうした場合には健康保険法の等級区分を適用した場合の見

込み額とするという補正を行うことを今回の内閣府令で定めるものでございます。 

 続きまして、④は後期高齢者とそれ以外における支援納付金の負担割合の更新方法でご

ざいます。支援納付金総額を各保険者に割り当てていく場合、まず、後期高齢者とそれ以

外、すなわち国民健康保険と被用者保険を医療保険料の負担額の比率で割り当てるという

ことを冒頭申し上げましたが、この比率を令和８年度、９年度は８対92とすることが法定

されてございます。今回の内閣府令におきましては、この８対92をどうやって令和10年以

降更新をしていくのかということを定めるものでございます。 

 具体的には後期高齢者につきましては、８対92ですので100分の８に後期高齢者の被保険

者の伸び率を掛けた数字を計算いたしまして、国保と被用者につきましては100分の92に国

保と被用者保険の加入者数の伸びを掛けて数字を計算いたしまして、この２つの比率で更

新するということを定めることとしております。 

 ３ページ目、続きまして、⑤で後期高齢者医療広域連合内の支援納付金の割り当ての詳

細でございます。被保険者の人数の多寡と報酬総額の多寡に応じて割り当てることが法定

されておりまして、内閣府令ではその詳細について定めることとしております。 

 具体的には後期高齢者医療制度の保険料は定額部分と報酬比例部分からなりまして、現

行ではその比率は48対52とされておりますので、ある広域連合における被保険者数の全被

保険者数に占める割合に100分の48を乗じた数値と、当該広域連合の報酬総額の全ての広域

連合の総報酬総額に占める割合に100分の52を掛けた数値を足した数字を、すなわち100分

https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_kosodate/kanri/


この資料に関する詳細は、こども家庭庁ホームページ「子ども・子育て支援金制度管理部会」

ページ（https://www.cfa.go.jp/councils/shingikai/kodomo_kosodate/kanri/）からご覧いただ

けます。 

 

8 

 

の48に各広域連合の被保険者の人数の全体に占める割合を掛け、100分の52に報酬総額の平

均とどれぐらいずれているかということを掛けた数字を足しまして、そして、それを後期

高齢者医療広域連合全体に割り当てられた額に乗じることによりまして、個々の広域連合

の割り当て額を決めることを内閣府令で規定をしております。これによりまして、人数、

それから、報酬の違いといったものが割り当て額に反映をされるというものでございます。 

 ⑥で確定支援納付金の算定方法の詳細でございます。まず、概算で支援納付金を支払っ

た後に２年後に実績に応じて支援納付金を確定させるという作業を行うこととなっており

ますけれども、その２年後の確定支援納付金の算定に当たっては、例えば概算支援納付金

の算定に当たって使用しました加入者数の見込みですとか、総報酬額の見込み、この見込

みの部分につきまして、確定の場合には実績を用いることを定めることとしております。 

 ⑦は災害などやむを得ない事情によりまして保険者が納付金を納められない場合は、納

付猶予を受ける金額と期間を記載した申請書を提出するといった手続を定めるものでござ

います。 

 次のページ、⑧は保険者による国への報告事項でございます。加入者数や報酬総額の実

績、それから、見込みを基に、国において個々の保険者に納めていただく支援納付金の額

を算定していくものですから、内閣府令におきまして、その情報を毎年保険者の皆様に国

に御報告いただくということとしておりまして、その報告いただく事項と時期を定めるこ

ととしております。 

 具体的には表の報告事項の欄にありますとおり、国民健康保険においては①と②の情報、

そして、後期高齢者医療広域連合におかれましては①の情報、被用者保険におかれまして

は①と③と④をそれぞれ報告期限の欄にあります時期までに御報告いただくということを

内閣府令で定めることとしております。なお、この表の枠外でございますけれども、令和

７年度におきましては①と②の報告時期は本年11月末日とすることとしております。 

 ⑨と次のページの⑩につきましては、被用者保険に関する一律の支援金率というものに

ついてでございます。この被用者保険全体に割り当てられた額を個々の被用者保険の保険

者に割り当てる際は、報酬の総額で割り当てることが規定されています。 

 このように報酬比例で割り当てを被用者保険全体に割り当てられた額をそれぞれの個々

の保険者に割り当てるとき、報酬比例で割り当てるということでございますので、個々の

被保険者や企業に拠出いただく際、幾らの率でお支払いいただくかという、すなわち支援

金率は仮に個々の保険者ごとに定めるとした場合でも、ほぼ同様の水準になることが想定

されるところでございます。このため、法案を御審議いただいた際の国会の附帯決議にお

きまして、国において一律の支援金率を定めることとされました。これを受けて国が一律

の支援金率を定めて公示するということを、まず、内閣府令に定めることとしております。 

 また、全ての被用者保険において、一律の支援金率で個々の被保険者や企業に拠出いた
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だいた結果、実際には当初見込んでいた報酬が見込みと実績が異なることが想定されるわ

けでございますけれども、仮に昨今の賃上げの状況を受けて見込みよりも報酬総額が全体

で上振れしたといった場合、２年後の確定支援納付金を計算する際に、被用者保険全体で

割り当てられた支援納付金額よりも多くの支援金を被保険者の皆さん、それから、企業の

皆さんから集めていただいているという状況になることが想定されます。 

 他方で、報酬総額が見込みを下回った場合には、実際に徴収された金額では確定の際に

保険者全体では支援納付金総額はもともとの見込みより少ないことになるわけでございま

すけれども、こうしたことにつきまして、支援納付金を確定させる際に、保険者全体での

過不足を次の概算支援納付金の計算におきまして、被用者保険全体に次の計算で割り当て

られた額からその前のときの過不足を差し引いて、そういった調整をした上で次の期の一

律の支援金率を定めることとしております。こうした一律の支援金の設定方法や先ほど申

し上げた調整を行うということにつきまして⑨と⑩に記載しております。 

 以上が資料２の内閣府令についての御説明でございます。 

 この横書きの資料の次に内閣府令の条文案をお配りしておりますけれども、こちらはま

た後ほど御覧いただければと思います。 

 資料２の最後のページ、こちらは当部会に御報告をさせていただく事項ということで、

御報告をさせていただきたいと思います。 

 被用者保険の保険料は標準報酬と等級表は規定されておりまして、最高等級が法律上定

められております。したがいまして、被用者保険につきましては保険料の上限が法律上定

められていることになります。 

 他方で、国民健康保険や後期高齢者医療制度につきましては、保険料の上限につきまし

ては法律上定められておりませんで、まず、国がその上限を定めて、その範囲内で地方自

治体が条例で保険料の限度額を定めるような仕組みになってございます。 

 子ども・子育て支援金につきましても、後期国民健康保険や後期高齢者医療法に基づき

まして、徴収される場合、医療給付に係る保険料や介護納付金、後期高齢者支援金などと

同様に賦課上限を定めることとされております。 

 本件は子ども・子育て支援金に関係する事項でございますけれども、支援金は医療保険

に上乗せで徴収されるということから、国民健康保険法ですとか、後期高齢者医療法に基

づきまして他の保険料と同様に上限が設定されるものでございますので、こちらにつきま

しては厚生労働省の社会保障審議会の医療保険部会で議論をいただくというものでござい

ます。支援金関連でこうした議論が厚生労働省の審議会で行われることにつきまして、あ

らかじめ本部会の委員の先生方に共有をさせていただくという趣旨でございます。 

 資料についての説明は以上でございます。 

○松田部会長 御説明ありがとうございました。 
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 ただいまの事務局からの説明に関しまして、御質問・御意見等がございましたら挙手の

上、御発言をお願いできればと思います。御発言される際はお名前を言っていただいてか

ら御発言くださいますようよろしくお願いいたします。 

 伊藤委員、お願いします。 

○伊藤委員 健保連の伊藤でございます。内閣府令に関するものと、それ以外ということ

で２点コメントをさせていただければと思います。 

 まず１点目、ページ番号を振っていないのですけれども、４枚目の⑨のところで一律の

支援金率について記載をしていただいてございます。国会の附帯決議を踏まえまして一律

の支援金率を公示していただけるということに関して感謝を申し上げたいと思います。健

保組合といたしましては、当然公示されます一律の支援金率で設定をした上で、被保険者・

事業主から保険料として徴収していくことになるわけでございますけれども、被用者保険

の全ての保険者が足並みをそろえて一律の支援金率で徴収していくことが重要だと考えて

ございます。 

 したがいまして、この管理部会に一律の支援金率をお示しいただいた上で、円滑な運営

に資するように一律の支援金率を使うことを確認するような機会にこの部会がなればと考

えてございます。 

 また、初年度でございますけれども、健保組合の会計処理の関係上、11か月分しか集め

られないといったような状況でございます。したがいまして、こういった点も配慮した上

で一律の支援金率を御設定いただければと考えてございます。 

 ２点目は、今回の議題にはないわけでございますけれども、周知広報についてでござい

ます。来年の４月から徴収が円滑に進むようにということで、健保組合におきましては既

に事業主、あるいは被保険者に説明を始めているところでございます。そういった中で、

加入者の方からは子ども・子育て支援金を初めて知ったといったような反応があったと聞

き及んでございます。 

 この子ども・子育て支援金制度は非常に重要な少子化対策の一環として国策としてスタ

ートするものでございますので、ぜひともしっかり国のほうでも周知広報を展開していた

だきたいと思いますし、この管理部会におきましても先ほど御説明いただきました所掌事

務の中にも周知広報は入ってございますので、ぜひともその展開内容等につきまして、ス

ケジュールも含めて前広にお示しをいただけるとありがたいと考えてございます。 

 私からは以上であります。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 ほかに御意見・御質問はございますか。 

 清家委員、お願いします。 

○清家委員 経団連の清家でございます。ただいま伊藤委員から２点目にお話のございま
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した周知広報に関連して、私からも意見を申し上げたいと思います。 

 私どもは、この会議の恐らく前身に当たるかと思いますが、大臣懇話会におきまして、

制度に対する不安や不信につながることのないよう、十分な理解の醸成を図っていただき

たいということを再三再四強調して申し上げてまいりました。その後、時間の経過がござ

いますけれども、支援金制度につきまして、拠出をこれからお願いする国民の皆様、企業

を含めて、こども家庭庁としてどのような理解の醸成活動を行ってこられたのか、仮に行

ってこられて、それがどの程度奏功して理解が浸透していると分析されておられるのか、

まずはお伺いできればと考えております。 

 その上で、今後の理解醸成の視点から一言申し上げたいと思います。これまで政府側の

御説明では、支援金は歳出改革などによる公費の削減と社会保険料負担の軽減の効果を積

み上げて、その範囲内で構築していくものと繰り返し伺っております。 

 しかしながら、具体的にこれまでどのような改革を行っていただいて、その結果、どの

程度まで積み上がり、今後どうなる見通しなのか、理解している国民が果たしてどれほど

おられるのでしょうか。冒頭申し上げましたが、今回は技術的な観点を検討する会合と承

知しておりますけれども、周知広報という点で国民の理解や支援金に対する具体的なイメ

ージがもう少し広がるように、資料や説明の仕方など、より一層の工夫をお願いできれば

と思います。 

 以上でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。周知広報についてということです。 

 ほかに御意見・御質問はありますか。 

 渡部委員、お願いします。 

○渡部委員 先ほどお二人の委員の方からも御発言がございましたが、私も広報について

全国市長会の立場で意見を申し上げたいと思います。我々地方自治体は、国民健康保険、

後期高齢医療の保険料等の改定をこれから議会にお諮りしなければなりません。議会にお

諮りするに当り、前提として、子ども・子育て支援金制度について広範囲な国民の理解が

なければ、各自治体での支援金の部分の改定は非常に苦労するのではないかと全国市長会

等では危惧しております。国においては、これから強力に国民の皆さんの御理解を得られ

るような広報活動をぜひお願いをしたいのが１点です。 

 もう一つは、国会等の審議の都合などもあろうかと思いますが、来年度予算編成に向け

て、私どもの日程も非常にタイトになっておりますので、今後の国のスケジュールを早期

にお示しいただきますようよろしくお願いしたいと思います。 

 以上２点でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 それでは、石黒代理、お願いします。 
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○石黒代理 私も自治体の立場で１点要望させていただければと思っております。省令の

内容に直接関係することではないのですけれども、各市町村の保険者におきましては、制

度開始に向けた準備をしているところでございます。システムの改修とか、周知広報等の

体制の整備に関しまして、今年度は子ども・子育て支援事業費補助金におきまして予算措

置をいただいているところでございます。 

 ５月にこども家庭庁さんの調査もございまして、最後まで御報告が行っているかと思う

のですけれども、一部の市町村では令和７年度、今年度だけではなくて、令和８年度もシ

ステム改修の準備とかでどうしても費用が発生してしまう自治体がございます。これは千

葉県内の市町村だけではなくて全国的にも同様の状況かと思われます。先般の事務連絡に

おきまして、令和８年度については現時点では未定で、今後の予算編成過程で検討という

ことでお示しをいただいているところでございますけれども、令和８年度に費用が発生す

る自治体の支援につきましても、何とぞ予算措置の御配慮をいただくようにお願いしたい

と思います。 

 以上でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 池田委員、お願いします。 

○池田委員 国保中央会の池田でございます。ただいま御説明をいただきました内閣府令

の案につきましては、介護納付金や後期高齢者医療支援金などの仕組みにならったものと

いう御説明でございますので特段の意見はございません。 

 私ども国保中央会におきましては保健医療、介護に係るシステムの開発運用を行ってお

りますけれども、現在、令和８年度からの子ども・子育て支援金制度の円滑な施行に向け

まして、国民健康保険関係のシステムや後期高齢者医療関係のシステムの改修を進めてい

るところでございます。もし、この後、制度的な変更といったものがなされる場合におき

ましては、今申し上げましたシステム改修にも影響が及ぶことが考えられますので、そう

いった制度的な変更が予定される場合には、速やかに私ども中央会にもその旨をお知らせ

いただければと思っているところでございます。 

 いずれにいたしましても国民健康保険制度などの運営に影響が及ばないように、特段の

御配慮をお願いしたいと思います。 

 私からは以上でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 青山代理、お願いします。 

○青山代理 委員の山内の代理で出席しております日本商工会議所の青山と申します。御

説明ありがとうございました。 

 質問ということになりますが、御発言させていただければと思います。 
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 まず、今回の議題、内閣府令については支援金の総額を円滑に配分していくための事項

を定めるものということで理解しております。 

 また、支援金の総額については、予算編成過程を通じてこども未来戦略にも示された国

民負担率を上げないという方針の下で歳出改革を含めて検討の上決定されるものというこ

とで、こちらも理解しておるところでございます。 

 その上で、今までも伊藤委員、清家委員、渡部委員と御指摘があったとおり、当管理部

会の所掌というのは技術的事項とともに周知広報や評価とございます。その意味では、周

知広報に当たって国民負担率を上げないという方針で歳出改革が行われて、支援金総額が

決定されていくというプロセスは、国民の理解を得るための非常に大切な情報だと思いま

す。 

 つきましては、次回の当管理部会におきましては、この支援金総額が決定されてという

ことだと思いますので、支援金総額決定に至った経緯、歳出改革の内容、周知方法、その

他の取組についても御説明いただけるということでよいのでしょうか。これが御質問とな

ります。 

 以上でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 實松委員、お願いします。 

○實松委員 全国後期高齢者医療広域連合協議会の實松でございます。後期高齢者医療広

域連合といたしましても、先ほど話が出ましたように、国民の理解をいただくためにも広

報の徹底をぜひお願いしたいと思っております。特に、後期高齢者におかれましては収入

が十分にない中で一定負担をすることについて理解をいただかないと、私たちの後期高齢

者医療保険制度の運営が難しくなることも予想されますので、よろしくお願いしたいと思

っております。 

 それから、先ほどシステム改修の話が出ましたけれども、システム改修を伴う場合はそ

の費用についても、支援をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 小林代理、よろしくお願いします。 

○小林代理 本日は代理出席かつリモート出席となり、大変失礼いたします。 

 本部会の所掌事務は、先ほど来も御指摘がありましたとおり、子ども・子育て支援金制

度の納付金であったり、制度の周知広報であったり、実施状況の確認・評価等ということ

ですので、制度そのものについて多くは述べようとは思っておりませんが、社会全体で子

ども・子育て支援をきちんと支えていくという目的を踏まえれば、本来、子ども・子育て

支援金は公費による財源確保がふさわしいと考えますし、そうすべきと考えております。 

 そのような中ですから、まずは私たち一人一人にとって具体的にどのような変化、ある
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いは影響が起こり得るのか、そういったことをきちんと伝えていくことが欠かせませんし、

さらには事業主や保険者にとって混乱が生じることのないようにする必要があります。そ

の意味で、先ほど来、複数御指摘がありましたように、制度の周知広報を通じて丁寧な御

説明を徹底いただくよう要望いたします。その中で、また本部会での今後の検討も含めて、

制度をめぐる不安・疑念などの払拭につなげていただくよう要望いたします。 

 以上です。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 袖井参考人、お願いします。 

○袖井参考人 今、社会の雰囲気として現役世代にかかる負担を減らしてほしい、社会保

険料を下げてほしいという声が非常に高いときに、こういう制度を始めるのは非常に難し

いことだろうと思います。多くの委員の方が広報をどうするのかという意見ありましたが、

時代に逆行するようなことを始めるのは非常に難しいのではないかという危惧の念を抱い

ております。先ほど清家委員がおっしゃったように、こども家庭庁として今まで何をして

きたかということをお伺いしたいと思っております。こういう新しいことを始めることを

周知させるのは非常に難しいと思っております。 

 もう１点ですが、現金給付については、これまでもいろいろな意見がございまして、国

際的に見てもそれほど効果が上がるものではないというような結果も出ておりますので、

この制度を始めたら何年か先には必ず検証していただきたい。制度が始まってしまったか

ら、みんなこれをやりましょうというような方向では、国民の納得・合意を得られないの

ではないかと思っております。 

 以上でございます。 

○松田部会長 ありがとうございます。 

 佐藤委員、お願いします。 

○佐藤委員 御説明ありがとうございました。 

 私もふだん中小企業向けに育児介護の両立支援ですとか、職域での金融教育を行ってい

る立場なので、今回の内閣府令に関して技術的な面では申し述べることはない立場ではあ

るのですけれども、大臣懇話会の際にもお伝えさせていただきましたが、こども未来戦略

でも若い世代の所得を増やすのを理念として掲げていましたので、今回、実質的な負担増

がないという説明があったことも踏まえて、具体的な率や額が出される際、また、その手

前ぐらいでどういう給付がありますとか、そういった説明が丁寧にされることが大事では

ないかと思っています。 

 実務的には恐らく給与明細に枠ができて乗ってくると思うのですけれども、そのときに

理解がないと不満の声のほうが大きくなってしまうかと思いますので、スケジュールのこ

とも一つ気にして、よい広報ができれば理解が深まるのではないかと思っております。 
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 私からは以上です。 

○松田部会長 御提案をありがとうございました。 

 ほかによろしいですか。 

 そうしましたら、たくさん意見をいただきまして、特に周知広報に関しては多数の委員

に様々な角度から御意見をいただいていたかと思います。今まで上がりました意見に対し

まして、事務局から御回答のほどお願いします。 

○丸山参事官 御意見ありがとうございました。 

 まず、周知広報の関係でございますけれども、これまでこども家庭庁においてどのよう

に取り組んできたのかということでございます。まず、法案の概要ですとか、それから、

懇話会の概要もそうですし、ホームページに情報を掲載いたしておりまして、法案成立後

に子ども・子育て支援金の関係のページを立ち上げまして、そこに関係資料を掲載いたし

ております。また、それで分かりにくいのではないかという御指摘や様々な御批判も頂戴

したこともあり、こども家庭庁のnoteという形式の広報をする箇所をつくりまして、そこ

におきましてQ&A形式ですとか、そういった形で分かりやすい周知広報の題材を載せるとい

ったような取組をしてきたところでございます。 

 また、既に経営者団体の皆様、被用者保険の皆様、健康保険組合の関係の皆様、それか

ら、市町村の国民健康保険の関係者の皆様に御協力をさせていただきまして、それぞれの

会員様、また、被用者、使用者、それから、被保険者向けのリーフレットをおつくりいた

だいたり、また、おつくりいただくのに私どもが御協力をさせていただいたりということ

で、こうしたような広報を重ねてきたところでございます。 

 そして、今後でございますけれども、年末に予算編成過程を通しまして支援金総額が固

まりますと、府令を定めることができましたら、その府令に基づいた計算を予算編成過程

で出た支援納付金総額を踏まえて、個々の保険者さんにどのぐらい納めていただくように

なるのかということにつきましては、年内にお知らせをしたいと思っております。併せま

して、その中で個々の被保険者の方々にどれだけお納めいただくのかというのは、加入し

ている保険制度であったり、それから、所得によって個別具体的な額は異なるものでござ

いますけれども、そういったものをある程度見込み、見当が立てられるような資料につい

ても広報の中で検討していくように考えてございます。 

 広報の関係は以上でございます。 

 そして、渡部委員から御指摘がございましたが、市町村の国民健康保険ですとか、後期

高齢者広域連合のほうで様々に予算編成をされていくというスケジュールにつきまして、

国のほうのスケジュールにつきまして、現在想定しておりますスケジュールを申し上げま

すと、先ほど申し上げましたとおり、予算編成過程で支援納付金の総額が固まりますれば、

それを個々の国民健康保険、または後期高齢者広域連合の個々の保険者の方々に幾らの支
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援納付金を御負担いただくのかということにつきましては、医療保険制度全体と同じタイ

ミングだと思っておりますけれども、例年であれば年内に予算編成通知をさせていただき

まして、年明け以降、各保険者様における予算編成作業に入っていただくというようなこ

とを想定しております。 

 それから、石黒様からも御指摘がありましたシステム改修の費用の関係でございます。

令和８年度予算につきましては、年末の予算編成過程で我々は検討してまいりますという

ことになるわけでございますけれども、今日いただいた御指摘も踏まえてしっかり検討し

てまいりたいと思っております。 

 とりあえず私のほうからは以上でございます。 

○松田部会長 御回答ありがとうございます。 

 ただいまの事務局からの回答について、さらに御意見・御質問等はございますか。時間

はあまりないのですが、よろしゅうございますか。 

 それでは、事務局におかれましては、本日の議論を踏まえて作業を進めていただければ

と思います。よろしくお願いします。 

 本日の議事は全て終了となります。 

 最後に、事務局から事務連絡をお願いいたします。 

○丸山参事官 皆様、本日はありがとうございました。 

 次回の管理部会の日程につきましては年末を予定しておりますが、詳細は後日、事務方

から調整をさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、本日はお忙しい中、御出席いただき、ありがとうございました。今後ともよ

ろしくお願いいたします。 
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